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1. 概要 

本資料は，緊急用断路器の耐震性が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

規則」第 50 条に適合することを説明するものである。 

緊急用断路器の耐震性に関する説明は，令和 2年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認

可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画のＶ-2-10-1-4-1「緊急用断路器

の耐震性についての計算書」による。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，緊急用電源切替箱断路器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

緊急用電源切替箱断路器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，緊急用電源切替箱断路器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるた

め，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急用電源切替箱断路器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

緊急用電源切替箱断路器

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに固定す

る。チャンネルベースは，

基礎ボルトにて基礎に固

定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組合

せた自立閉鎖型の盤） 

【緊急用電源切替箱断路器】 

 

取付ボルト 

正面 側面 

（長辺方向） （短辺方向） 

基礎 
チャンネルベース 

盤 

2510 900 

1
5
0
0 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

（単位：mm） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧

電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であること

を確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期         (単位：s) 

水平 0.028 

鉛直 0.025 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

 緊急用電源切替箱断路器の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤 

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用電源切替箱断路器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用電源切替箱断路器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急用電源切替箱断路器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

 応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【緊急用電源切替箱断路器の耐震性についての計 

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用

原子炉の附属

施設 

非常用 

電気設備 
緊急用電源切替箱断路器 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

     

   

 

 

 

 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(40mm≦径) 
周囲環境温度 40 215 400 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用電源切替箱断路器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

緊急用電源切替箱断路器はＪＥＡＧ４６０１-1987において「装置」に分類され，機能維持評

価は構造健全性を確認することとされている。したがって，緊急用電源切替箱断路器の機能維

持評価は，支持構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用電源切替箱断路器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【緊急用電源切替箱断路器の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

緊急用電源切替箱 

断路器 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L.18.300 

(T.M.S.L.17.300＊) 

0.028 0.025 ― ― ＣＨ＝2.08 ＣＶ＝1.42 40 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

1900 1353 16 
(M16) 

201.1 20 
245 

(径≦16mm) 

400 

(径≦16mm) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1300 746 12 

(M12) 113.1 12 
215 

(40mm≦径) 

400 

(40mm≦径) 

 

部材 
１ｉ

＊
 

(mm) 
２ｉ

＊
 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

379 386 8 
―  280 ―  短辺方向 

1200 1200 3 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

400 410 6 
―  258 ―  長辺方向 

1125 1125 2 

 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。

注記＊：各ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

 下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― 9.062×103 ― 3.876×104 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― 5.735×103 ― 2.652×104 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝45 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝10 ƒｓｂ１＝129 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝51 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 
 

Ａ Ａ 

ｈ
2
 

取付ボルト 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

 

（
11
≦

21
） 

Ａ Ａ 
ｈ

1
 

21
 

11
 

Ａ～Ａ矢視図 

正面 

（長辺方向） 

 

チャンネルベース 

（
11
≦

21
） 

21
 

11
 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

取付ボルト 

側面 

（短辺方向） 

 

（
12
≦

22
） 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト （
12
≦

22
） 

12
 

22
 

チャンネルベース 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，緊急用電源切替箱接続装置が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

緊急用電源切替箱接続装置は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

なお，緊急用電源切替箱接続装置は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤である

ため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方 

 針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急用電源切替箱接続装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

緊急用電源切替箱接続装

置は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに固定す

る。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組合

せた自立閉鎖型盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【緊急用電源切替箱接続装置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(単位：mm) 

 

 
緊急用電源切替箱 

接続装置 6A 

緊急用電源切替箱 

接続装置 6B 

たて 1200 900 

横 1200 1800 

高さ 2300 1800 

 

正面 側面 
たて 

高さ 

横 

（短辺方向） （長辺方向） 
チャンネルベース 

盤 

取付ボルト 

基礎 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

 緊急用電源切替箱接続装置の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動

を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）

により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1

に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

緊急用電源切替箱接続装置 6A 
水平  

鉛直  

緊急用電源切替箱接続装置 6B 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

緊急用電源切替箱接続装置の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用電源切替箱接続装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用電源切替箱接続装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急用電源切替箱接続装置の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【緊急用電源切替箱接続装置 6Aの耐震性について

の計算結果】及び【緊急用電源切替箱接続装置 6Bの耐震性についての計算結果】の設計条件及

び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
緊急用電源切替箱接続装置 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊ 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト＊1 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

基礎ボルト＊2 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度  55 209 391 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊4 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度  55 229 391 ― 

    注記＊1：緊急用電源切替箱接続装置 6Aの基礎ボルトを示す。 

＊2：緊急用電源切替箱接続装置 6Bの基礎ボルトを示す。 

＊3：緊急用電源切替箱接続装置 6Aの取付ボルトを示す。 

＊4：緊急用電源切替箱接続装置 6Bの取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用電源切替箱接続装置の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

緊急用電源切替箱接続装置はＪＥＡＧ４６０１－1987 において「装置」に分類され，機能維

持評価は構造健全性を確認することとされている。したがって，緊急用電源切替箱接続装置の 

機能維持評価は，支持構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用電源切替箱接続装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は（1）

構造強度評価結果による。 
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【緊急用電源切替箱接続装置 6A の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m)  

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急用電源切替箱 

接続装置 6A 

常設耐震/防止 

常設/緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
  ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(Kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1250 
16 

(M16) 
201.1 12 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 12 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

570 570 4 
― 258 ― 長辺方向 

570 570 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

567 567 3 
― 280 ― 長辺方向 

567 567 3 

 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝44 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝27 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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（
11
≦

21
） （

12
≦

22
） 

12
 

22
 

Ａ 

チャンネルベース 

取付ボルト 

取付ボルト 

11
 

21
 

側面 

（短辺方向） 

Ａ

チャンネルベース 

ｈ
1
 

（
11
≦

21
） 

21
 

11
 

22
 

12
 

ｈ
2
 

正面 

（長辺方向）

転倒方向 

 

（
12
≦

22
） 

側面 

（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

基礎ボルト 
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【緊急用電源切替箱接続装置 6B の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急用電源切替箱 

接続装置 6B 

常設耐震/防止 

常設/緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(Kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1000 
16 

(M16) 
201.1 12 

209 

（40mm＜径） 

391 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 900 
16 

(M16) 
201.1 12 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420 420 4 
― 251 ― 長辺方向 

870 870 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

417 417 6 
― 274 ― 長辺方向 

867 867 2 

 注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝28 ƒｔｓ１＝151＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝116 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝25 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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Ａ 

チャンネルベース 

取付ボルト 

取付ボルト 

11
 21

 

側面 

（短辺方向） 

Ａ 

チャンネルベース 

ｈ
1
 

（
11
≦

21
） 

21
 

11
 

22
 

12
 

ｈ
2
 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

 

（
12
≦

22
） 

側面 

（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

基礎ボルト 
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Ⅵ-2-10-1-4-4 AM 用動力変圧器の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM 用動力変圧器が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを説明するものである。 

AM 用動力変圧器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能

維持評価を示す。 

なお，AM用動力変圧器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ

-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用動力変圧器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用動力変圧器は，取付

ボルトにてチャンネルベ

ースに固定する。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【AM用動力変圧器】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

2060 
正面 側面 

（短辺方向） （長辺方向） 

基礎 
チャンネルベース 

盤 

取付ボルト 

2500 

2
125 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

AM 用動力変圧器の水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動

を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）

により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。AM 用動力変圧器の鉛直方向の

固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）

の結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用動力変圧器の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用動力変圧器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用動力変圧器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のと

おりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用動力変圧器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM 用動力変圧器の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
AM 用動力変圧器 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊ 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用動力変圧器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

変圧器はＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性を

確認することとされている。したがって，AM 用動力変圧器の機能維持評価は，支持構造物が健

全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM 用動力変圧器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 
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【AM 用動力変圧器の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用動力変圧器 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

840 840 10 
― 253 ― 長辺方向 

1065 1065 4 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

975 975 6 
― 276 ― 長辺方向 

1130 1130 2 

 
  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 870 
16 

(M16) 
201.1 40 

211 

（40mm＜径） 
394 

（40mm＜径） 
取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 745 

16 

(M16) 
201.1 20 

231 

（16mm＜径≦40mm） 
394 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝63 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝12 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝97 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝22 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

11
 

21
 

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 

取付ボルト 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 

 

（
11
≦

21
） 

基礎ボルト 

（
11
≦

21
） （

12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

取付ボルト 

Ａ Ａ 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM 用 MCC が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを説明するものである。 

AM 用 MCC は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故

緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評

価を示す。 

なお，AM用 MCC は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ-2-1-14

「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価

を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用 MCC の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用 MCC は，取付ボルト

にてチャンネルベースに

固定する。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

【AM 用 MCC】 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

 AM 用 MCC6A AM 用 MCC6B(1) AM 用 MCC6B(2) 

たて 550 1000 550 

横 1400 1000 7000 

高さ 2400 2400 2400 

高さ 取付ボルト 

正面 側面 

盤 

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） （短辺方向） 

たて 横 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

AM 用 MCC6A の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰

振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析

する。試験の結果，剛であることを確認した。 

AM 用 MCC6B(1)及び 6B(2)の水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装

置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，

分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。AM 用 MCC6B(1)及び

6B(2)の鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試

験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。 

固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期            (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

AM 用 MCC6A 
水平  

鉛直 0.05 以下 

AM 用 MCC6B(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

AM 用 MCC6B(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 
 

  



 

4 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-5
 
R
0 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用 MCC の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用 MCC の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用 MCC の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2 のとおりと

する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用 MCC の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM用 MCC6A の耐震性についての計算結果】，【AM

用 MCC6B(1)の耐震性についての計算結果】及び【AM用 MCC6B(2)の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
AM 用 MCC 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト＊1 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

基礎ボルト＊2 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊4 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

 注記＊1：AM 用 MCC6A の基礎ボルトを示す。 

     ＊2：AM 用 MCC6B(1)及び 6B(2)の基礎ボルトを示す。 

     ＊3：AM 用 MCC6A の取付ボルトを示す。 

     ＊4：AM 用 MCC6B(1)及び 6B(2)の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用 MCC の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

AM 用 MCC に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，同形式の器具及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健

全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度              (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

AM 用 MCC6A 
水平  

鉛直  

AM 用 MCC6B(1) 
水平  

鉛直  

AM 用 MCC6B(2) 
水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM 用 MCC の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【AM 用 MCC6A の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用 MCC6A 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
廃棄物処理建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 

― ― 
ＣＨ＝1.62 ＣＶ＝1.36 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 14 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 20 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

255 365 4 
― 258 ― 長辺方向 

580 620 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 6 
― 280 ― 長辺方向 

635 675 2 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝56 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用 MCC6A 

水平方向 1.34  

鉛直方向 1.14  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【AM 用 MCC6B(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用 MCC6B(1) 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 31.700＊ 
 0.05 以下 

― ― 
ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 12 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 12 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

530 535 3 
― 253 ― 長辺方向 

300 300 4 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

455 455 3 
― 276 ― 長辺方向 

455 455 3 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-5 R0 

1
4
 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝54 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用 MCC6B(1) 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【AM 用 MCC6B(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用 MCC6B(2) 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 31.700＊ 
 0.05 以下 

― ― 
ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 55 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 100 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

255 365 16 
― 253 ― 長辺方向 

3380 3420 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 30 
― 276 ― 長辺方向 

3435 3475 2 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝80 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝9 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用 MCC6B(2) 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ 
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取付ボルト 

側面 
（短辺方向）

 

チャンネルベース 

22
 

12
 

（
12
≦

22
） 

Ａ～Ａ矢視図 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

22
 12

 

（
12
≦

22
） 

取付ボルト 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM 用切替盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを説明するものである。 

AM 用切替盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持

評価を示す。 

なお，AM用切替盤は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ-2-1-

14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評

価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用切替盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用切替盤は，取付ボ

ルトにてチャンネルベー

スに固定する。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【AM用切替盤】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

 
AM 用切替盤 

6A 

AM 用切替盤 

6B(1) 

AM 用切替盤 

6B(2) 

たて 550 550 550 

横 2100 3500 2100 

高さ 2000 2000 2000 

 

 

盤 

取付ボルト 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

基礎 

チャンネルベース 

正面 側面 
たて 

（短辺方向） 

横 

（長辺方向） 

高さ 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動

を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。

試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振

動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固

有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

AM 用切替盤 6A 
水平  

鉛直 0.05 以下 

AM 用切替盤 6B(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

AM 用切替盤 6B(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用切替盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用切替盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用切替盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2 のとおり

とする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用切替盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM 用切替盤 6A の耐震性についての計算結果】，

【AM 用切替盤 6B(1)の耐震性についての計算結果】及び【AM用切替盤 6B(2)の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
AM 用切替盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト＊1 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

基礎ボルト＊2 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊4 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

注記 ＊1：AM 用切替盤 6A の基礎ボルトを示す。 

＊2：AM 用切替盤 6B(1),6B(2)の基礎ボルトを示す。 

＊3：AM 用切替盤 6A の取付ボルトを示す。 

＊4：AM 用切替盤 6B(1),6B(2)の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用切替盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

AM 用切替盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき，同形式の器具及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の

健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

AM 用切替盤 6A 

水平  

鉛直  

AM 用切替盤 6B(1) 

水平  

鉛直  

AM 用切替盤 6B(2) 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM 用切替盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

  



 

  

1
0
 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-6 R0 

 

【AM 用切替盤 6A の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用切替盤 

6A 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 1150 

16 

(M16) 
201.1 20 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1100 
20 

(M20) 
314.2 30 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

310 310 6 
― 258 ― 長辺方向 

915 915 1 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 9 
― 280 ― 長辺方向 

1005 1005 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝97 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝27 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用切替盤 

6A 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ～Ａ矢視図 

21
 11

 

(
11
≦

21
) 

ｈ
1 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

21
 

11
 

(
11
≦

21
) 

側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ

取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 

Ａ 
ＡＡ 

(
12
≦

22
) (

12
≦

22
) 
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【AM 用切替盤 6B(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用切替盤 

6B(1) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 1150 

16 

(M16) 
201.1 28 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1100 
20 

(M20) 
314.2 50 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

310 310 8 
― 253 ― 短辺方向 

1650 1650 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 15 
― 276 ― 長辺方向 

1705 1705 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝53 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用切替盤 

6B(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
（短辺方向）
転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 

Ａ～Ａ矢視図 

21
 11

 

(
11
≦

21
) 

ｈ
1 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 

21
 

11
 

(
11
≦

21
) 

側面 
（短辺方向）

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ 

取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 

Ａ 
Ａ Ａ

(
12
≦

22
) (

12
≦

22
) 
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【AM 用切替盤 6B(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用切替盤 

6B(2) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 1350 

16 

(M16) 
201.1 14 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 30 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

310 310 5 
― 253 ― 長辺方向 

500 900 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 9 
― 276 ― 長辺方向 

1005 1005 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝73 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝9 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用切替盤 

6B(2) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。
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側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ～Ａ矢視図 

21
 11

 

(
11
≦

21
) 

ｈ
1 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 

21
 

11
 

(
11
≦

21
) 

側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ

取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 

Ａ
Ａ Ａ

(
12
≦

22
) (

12
≦

22
) 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM用操作盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを説明するものである。 

AM 用操作盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

なお，AM用操作盤 6A，6B は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の壁掛形盤であるため，

Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に 

基づき評価を実施する。 

AM 用操作盤 6Cは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ-2-1-14

「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価

を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用操作盤 6A，6B の構造計画を表 2－1に示す。 

AM 用操作盤 6Cの構造計画を表 2－2に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用操作盤 6A，6B は，

取付ボルトにてチャンネ

ルベースに固定する。チ

ャンネルベースは，基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた壁掛形の盤） 

【AM用操作盤 6A，6B】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 AM 用操作盤 6A AM 用操作盤 6B 

たて 450 450 

横 600 600 

高さ 500 700 

  

（正面方向） 

上面 
 

側面 

取付ボルト 

盤 

チャンネルベース 
横 

たて 

（側面方向） 

基礎 
（壁面） 基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 
 

2
   

高
さ
 

基礎 
（壁面） 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用操作盤 6Cは，基礎

に固定されたチャンネル

ベースに取付ボルトで設

置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【AM用操作盤 6C】 

 

 

 

 

（単位：mm） 

  

チャンネルベース 

（長辺方向） 

 
 

取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 

盤 

1000 

2
30
0 

側面 

1000 

基礎 

3
   



 

 

 

3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

AM 用操作盤 6A，6B の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自

由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記

録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。 

AM 用操作盤 6Cの固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試

験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。 

固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期                  (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

AM 用操作盤 6A 

水平  

鉛直  

AM 用操作盤 6B 

水平  

鉛直  

AM 用操作盤 6C 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用操作盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用操作盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用操作盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のとおり

とする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用操作盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM用操作盤 6Aの耐震性についての計算結

果】，【AM 用操作盤 6Bの耐震性についての計算結果】及び【AM 用操作盤 6Cの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用 

原子炉の附属

施設 

非常用 

電源設備 
AM 用操作盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

6
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

7
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト＊1 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

基礎ボルト＊2 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊4 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

取付ボルト＊5 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

注記＊1：AM 用操作盤 6Aの基礎ボルトを示す。 

＊2：AM 用操作盤 6B の基礎ボルトを示す。 

＊3：AM 用操作盤 6A の取付ボルトを示す。 

＊4：AM 用操作盤 6B の取付ボルトを示す。 

＊5：AM 用操作盤 6C の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用操作盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

AM 用操作盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同型式の器具及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能

の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

AM 用操作盤 6A 

水平  

鉛直  

AM 用操作盤 6B 

水平  

鉛直  

AM 用操作盤 6C 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

 6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM 用操作盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【AM 用操作盤 6A の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用操作盤 6A 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ― ― ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 
 
 
 
  

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 

２ｉ 

(mm) 

３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ Ｆｉ 

 (MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1）   510 2 2 ― 258 ― 正面方向 

取付ボルト 

（ｉ＝2）   510 2 2 ― 280 ― 側面方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

 基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

12 

（M12） 
113.1 4 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

16 

（M16） 
201.1 4 235 

(16mm＜径≦40mm) 

400 

(16mm＜径≦40mm) 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-7 R0 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊  

  



 

 
 

1
2
 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝13 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

 
1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用操作盤 6A 
水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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ｈ1 
ℓ31 

 

ℓ
2
1 

ℓ
1
1   

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

チャンネル 
ベース 

転倒方向 
ｈ

1
 

上面 
（正面方向） 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

側面 
（側面方向） 

ｈ2 ℓ32 

 

ℓ
2
2   

ℓ
1
2   

取付ボルト 取付ボルト 

側面 
（側面方向） 

チャンネルベース 

ｈ
2
 

上面 
（正面方向） 基礎 

（壁面） 
 

基礎 
（壁面） 

 

転倒方向 

基礎 
（壁面） 

 

基礎 
（壁面） 
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【AM 用操作盤 6B の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用操作盤 6B 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ― ― ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

 基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

12 

（M12） 
113.1 4 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

16 

（M16） 
201.1 4 231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

 (16mm＜径≦40mm) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 

２ｉ 

(mm) 

３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ Ｆｉ 

 (MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1）   510 2 2 ― 253 ― 正面方向 

取付ボルト 

（ｉ＝2）   510 2 2 ― 276 ― 側面方向 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-7 R0 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                            （単位：MPa）  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝14 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝9 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） SS400 
引張り ― ― σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

 
1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用操作盤 6B 
水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
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上面 
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基礎 
（壁面） 

 

基礎 
（壁面） 
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ℓ
2
1   

ℓ
1
1   
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ｈ2 

ℓ
1
2   

ℓ32 

 

取付ボルト 

ℓ
2
2   

取付ボルト 

側面 
（側面方向） 

側面 
（側面方向） 基礎 

（壁面） 
 

基礎 
（壁面） 

 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

転倒方向 



 

 
 

1
7
 

 

【AM 用操作盤 6C の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用操作盤 6C 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L.17.950 

（T.M.S.L.17.300＊） 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝2.06 ＣＶ＝1.42 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

dｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

16 

（M16） 
201.1 12 231 

(16m＜径≦40mm) 

394 

(16m＜径≦40mm) 

 

部材 
１ｉ＊1，＊2

 

(mm) 

２ｉ＊1，＊2
 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

  4 

― 276 ― 長辺方向 

  4 

 
  

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-7 R0 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊ 
注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
     下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝70 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用操作盤 6C 

水平方向 1.71  

鉛直方向 1.19  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ⅵ-2-10-1-4-8 メタルクラッド開閉装置の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，メタルクラッド開閉装置が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを説明するものである。 

メタルクラッド開閉装置 6C，6D は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に，メタルクラ

ッド開閉装置 6E は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類

される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能

維持評価を示す。 

なお，メタルクラッド開閉装置は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤である

ため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

メタルクラッド開閉装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

メタルクラッド開閉装置

は，基礎に埋め込まれた

チャンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【メタルクラッド開閉装置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

正面 側面 

盤 

取付ボルト 

基礎 

チャンネルベース 

（長辺方向） （短辺方向） 

たて 横 

高さ 

 メタルクラッド 
開閉装置 6C 

メタルクラッド 
開閉装置 6D 

メタルクラッド 
開閉装置 6E 

たて 2500 2500 2500 

横 6000 6000 5000 

高さ 2300 2300 2300 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動

を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。

試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振

動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固

有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期           (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

メタルクラッド

開閉装置 6C 

水平  

鉛直 0.05 以下 

メタルクラッド

開閉装置 6D 

水平  

鉛直 0.05 以下 

メタルクラッド

開閉装置 6E 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

メタルクラッド開閉装置の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

メタルクラッド開閉装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

メタルクラッド開閉装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

メタルクラッド開閉装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【メタルクラッド開閉装置 6Cの耐震性について

の計算結果】,【メタルクラッド開閉装置 6Dの耐震性についての計算結果】及び【メタルクラ

ッド開閉装置 6E の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

メタルクラッド 

開閉装置 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

メタルクラッド 

開閉装置 6C,6D 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 
メタルクラッド 

開閉装置 6E 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト＊2 
SS41＊1 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

    注記＊1：SS400 相当   

＊2：メタルクラッド開閉装置 6C の取付ボルトを示す。 

＊3：メタルクラッド開閉装置 6D、6E の取付ボルトを示す。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト＊2 
SS41＊1 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

取付ボルト＊4 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

    注記＊1：SS400 相当 

＊2：メタルクラッド開閉装置 6C の取付ボルトを示す。 

＊3：メタルクラッド開閉装置 6D の取付ボルトを示す。 

＊4：メタルクラッド開閉装置 6E の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

メタルクラッド開閉装置の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料

-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

メタルクラッド開閉装置に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の器具及び当該器具と類似の器具の正弦波加振試験において，電気

的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 6C 

水平  

鉛直  

メタルクラッド開閉装置 6D 

水平  

鉛直  

メタルクラッド開閉装置 6E 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

メタルクラッド開閉装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

メタルクラッド開閉装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【メタルクラッド開閉装置 6C の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6C 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 996 
20 

(M20) 
314.2 66 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 12 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2868 3032 5 

 注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS41 
引張り σｂ２＝6 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6C 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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12
 

22
 

（
12
≦

22
） 

ｈ
2  

取付ボルト 

22
 

12
 

（
12
≦

22
） 

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

ｈ
2  

 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6C 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 996 
20 

(M20) 
314.2 66 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 12 
― 274 ― 長辺方向 

2868 3032 5 

 注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS41 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6C 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【メタルクラッド開閉装置 6D の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6D 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 12 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2868 3032 5 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 996 
20 

(M20) 
314.2 66 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝6 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6D 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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12
 

22
 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

ｈ
2  

取付ボルト 

22
 

12
 

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

ｈ
2  
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6D 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 996 
20 

(M20) 
314.2 66 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 12 
― 274 ― 長辺方向 

2868 3032 5 

 注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊1：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6D 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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ｈ
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Ａ～Ａ矢視図 
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（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

転倒方向 取付ボルト 
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【メタルクラッド開閉装置 6E の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6E 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

       注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 991 

20 

(M20) 
314.2 55 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 10 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2370 2530 5 

 
 
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝6 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                  注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                  

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6E 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  
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Ａ～Ａ矢視図 

（
12
≦

22
） 

ｈ
2  
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チャンネルベース 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

メタルクラッド 

開閉装置 6E 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 991 

20 

(M20) 
314.2 55 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

930 1390 10 
― 280 ― 長辺方向 

2370 2530 5 

 
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

メタルクラッド開閉装置 

6E 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，パワーセンタが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを説明するものである。 

パワーセンタは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備において

は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類さ

れる。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

なお，パワーセンタは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ-2-

1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき

評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

パワーセンタの構造計画を表 2－1に示す。 

 



 

 

2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

パワーセンタは，基礎に

埋め込まれたチャンネル

ベースに取付ボルトで設

置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【パワーセンタ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(単位：mm) 

 
パワーセンタ

6C-1(1) 

パワーセンタ

6C-1(2) 

パワーセンタ

6D-1(1) 

パワーセンタ

6D-1(2) 

パワーセンタ

6E-1(1) 

パワーセンタ

6E-1(2) 

たて 2200 1800 2200 1800 2200 1800 

横 3600 6700 3600 5400 3600 3850 

高さ 2600 2300 2600 2300 2600 2300 

 
 

パワーセンタ

6C-2(1) 

パワーセンタ

6C-2(2) 

パワーセンタ

6D-2(1) 

パワーセンタ

6D-2(2) 

パワーセンタ

6E-2(1) 

パワーセンタ

6E-2(2) 

たて 2200 1800 2200 1800 2200 1800 

横 3600 2100 3600 2100 3600 2900 

高さ 2600 2300 2600 2300 2600 2300 

 

基礎 

チャンネルベース 

盤 

取付ボルト 

正面 側面 
たて 

（短辺方向） 

横 

（長辺方向） 

高さ 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

パワーセンタの水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を

与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）に

より記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。パワーセンタの鉛直方向の固有

周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の

結果確認された固有周期を使用する。 

固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期(1/2)          (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

パワーセンタ 6C-1(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6C-1(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6D-1(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6D-1(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6E-1(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6E-1(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6C-2(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6C-2(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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表 3－1 固有周期(2/2)          (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

パワーセンタ 6D-2(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6D-2(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6E-2(1) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

パワーセンタ 6E-2(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

パワーセンタの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

パワーセンタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

パワーセンタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3のとおり

とする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

パワーセンタの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【パワーセンタ 6C-1(1)の耐震性についての計算

結果】,【パワーセンタ 6C-1(2)の耐震性についての計算結果】,【パワーセンタ 6D-1(1)の耐震

性についての計算結果】,【パワーセンタ 6D-1(2)の耐震性についての計算結果】,【パワーセ

ンタ 6E-1(1)の耐震性についての計算結果】,【パワーセンタ 6E-1(2)の耐震性についての計算

結果】,【パワーセンタ 6C-2(1)の耐震性についての計算結果】,【パワーセンタ 6C-2(2)の耐震

性についての計算結果】,【パワーセンタ 6D-2(1)の耐震性についての計算結果】,【パワーセ

ンタ 6D-2(2)の耐震性についての計算結果】,【パワーセンタ 6E-2(1)の耐震性についての計算

結果】及び【パワーセンタ 6E-2(2)の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に

示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
パワーセンタ Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
パワーセンタ 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。

＊
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト＊1 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊2 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

 注記 ＊1：P/C 6E-1(1),P/C 6E-1(2),P/C 6C-2(1),P/C 6C-2(2),P/C 6D-2(1),P/C 6D-2(2),P/C 6E-2(1),P/C 6E-2(2) 

の取付ボルトを示す。 

       ＊2：P/C 6C-1(1),P/C 6C-1(2),P/C 6D-1(1),P/C 6D-1(2)の取付ボルトを示す。 

 注 ：P/C はパワーセンタの略称。 



 

 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-9
 
R
0 

9 

5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

パワーセンタの電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

パワーセンタに設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，当該器具と類似の器具の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性

を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度(1/2)      (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

パワーセンタ 6C-1(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6C-1(2) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6D-1(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6D-1(2) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6E-1(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6E-1(2) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6C-2(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6C-2(2) 
水平  

鉛直  
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表 5－1 機能確認済加速度(2/2)      (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

パワーセンタ 6D-2(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6D-2(2) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6E-2(1) 
水平  

鉛直  

パワーセンタ 6E-2(2) 
水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

パワーセンタの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

パワーセンタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【パワーセンタ 6C-1(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6C-1(1) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-1(1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 
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取付ボルト 

チャンネルベース 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A A 

ｈ
2 

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

12
 

(
12
≦

22
) 

22
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6C-1(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

229 

（16mm＜径≦40mm） 
391 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 274 ― 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊ 
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2.3 計算 値 

2.3.1 ルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボル  

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ルトの応力                                                               (単位：MPa)  

 

すべて許容応 以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワー ンタ 
6C-1 1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基 地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評 用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボル  
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A A 

ｈ
2 

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

12
 

(
12
≦

22
) 

22
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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【パワーセンタ 6C-1(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6C-1(2) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 1078 

20 

(M20) 
314.2 90 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 27 
235 280 短辺方向 長辺方向 

3189 3411 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝42 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

(
12
≦

22
) 

取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース 

取付ボルト 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A 

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

A 

ｈ
2 

22
 

12
 

ｈ
2 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6C-1(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1078 
20 

(M20) 
314.2 90 

229 

（16mm＜径≦40mm） 
391 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 27 
― 274 ― 長辺方向 

3189 3411 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝42 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 
6C-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  
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側面 

（短辺方向） 
転倒方向 

(
12
≦

22
) 

取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース 

取付ボルト 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A 

22
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(
12
≦

22
) 

A 

ｈ
2 

22
 

12
 

ｈ
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【パワーセンタ 6D-1(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6D-1(1) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-1(1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向）

転倒方向 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A A 

ｈ
2 

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

12
 

(
12
≦

22
) 

22
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6D-1(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

229 

（16mm＜径≦40mm） 
391 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 274 ― 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-1(1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 
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【パワーセンタ 6D-1(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6D-1(2) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1059 
20 

(M20) 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2504 2796 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

(
12
≦

22
) 

22
 

12
 

ｈ
2 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A 
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(
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≦

22
) 

A 

ｈ
2 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6D-1(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

    

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 1059 

20 

(M20) 
314.2 70 

229 

（16mm＜径≦40mm） 
391 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 21 
― 274 ― 長辺方向 

2504 2796 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6E-1(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6E-1(1) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
   

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-1(1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向）

転倒方向 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
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ｈ
2 

22
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(
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≦
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) 
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(
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≦
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) 
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Ａ～Ａ矢視図 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 280 ― 長辺方向 

1750 1750 5 
  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6E-1(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 
6E-1(1) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6E-1(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1730 2020 4 
 

 

 

 

 

 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6E-1(2) Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1066 
20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 15 
― 280 ― 長辺方向 

1730 2020 4 
  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6E-1(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1066 
20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 
6E-1(2) 

水平方向 0.84  

鉛直方向 0.84  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6C-2(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1750 1750 5 
 

 

 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6C-2(1) Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.76 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-2(1) 

水平方向 1.12  

鉛直方向 0.80  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6C-2(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 280 ― 長辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-2(1) 

水平方向 1.12  

鉛直方向 0.80  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6C-2(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 9 
235 280 長辺方向 長辺方向 

932 1068 4 
 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6C-2(2) Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.76 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1088 
20 

(M20) 
314.2 30 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝9 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-2(2) 

水平方向 1.12  

鉛直方向 0.80  
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6C-2(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張）

常設／緩和（ＤＢ拡張）
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 9 
― 280 ― 長辺方向 

932 1068 4 
  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1088 
20 

(M20) 
314.2 30 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6C-2(2) 

水平方向 1.12  

鉛直方向 0.80  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6D-2(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6D-2(1) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.500 

（T.M.S.L. 4.900＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.67 

 

ＣＶ＝0.60 ＣＨ＝1.37 

 

ＣＶ＝1.17 

 

40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 短辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-2(1) 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6D-2(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.500 

（T.M.S.L. 4.900＊） 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 280 ― 短辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 
6D-2(1) 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  



 
K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-9 R0

 

6
5
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【パワーセンタ 6D-2(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 9 
235 280 長辺方向 長辺方向 

932 1068 4 
 

 

 

 

 

 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6D-2(2) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.500 

（T.M.S.L. 4.900＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.67 

 

ＣＶ＝0.60 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 1088 

20 

(M20) 
314.2 30 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6D-2(2) 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 

 
  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6D-2(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.500 

（T.M.S.L. 4.900＊） 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1088 
20 

(M20) 
314.2 30 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 9 
― 280 ― 長辺方向 

932 1068 4 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 

引張り ― ― σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 
6D-2(2) 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【パワーセンタ 6E-2(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6E-2(1) Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. -1.100＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.61 ＣＶ＝0.56 ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
235 280 短辺方向 短辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-2(1) 

水平方向 0.82  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向）

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

12
 

(
12
≦

22
) 

22
 

A A 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6E-2(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. -1.100＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 22 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

985 1075 8 
― 280 ― 短辺方向 

1750 1750 5 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-2(1) 

水平方向 0.82  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

正面 
（長辺方向）

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

12
 

(
12
≦

22
) 

22
 

A A 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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【パワーセンタ 6E-2(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 
 

 

  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

パワーセンタ 

6E-2(2) Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. -1.100＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.61 ＣＶ＝0.56 ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 1104 

20 

(M20) 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 12 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1355 1445 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝27 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-2(2) 

水平方向 0.82  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

側面 
（短辺方向）

転倒方向 
 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 
 

A A 

(
12
≦

22
) 

22
 

12
 

22
 12

 

(
12
≦

22
) 

ｈ
2 

ｈ
2 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

注記＊：基準床レベルを示す。 

    

2.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

パワーセンタ 

6E-2(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. -1.100＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 1104 
20 

(M20) 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

770 850 12 
― 280 ― 長辺方向 

1355 1445 4 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝27 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝6 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

パワーセンタ 

6E-2(2) 

水平方向 0.82  

鉛直方向 0.75  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，モータコントロールセンタが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

モータコントロールセンタは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

なお，モータコントロールセンタは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤である

ため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

モータコントロールセンタの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

モータコントロールセン

タは，基礎に埋め込まれ

たチャンネルベースに取

付ボルトで設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【モータコントロールセンタ】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

(単位：mm) 

 

 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-1 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-2 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-3 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-4 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-5 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-7 

モータコント

ロールセンタ 

6C-1-8 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-1 

たて 550 550 550 550 550 550 550 550 

横 3500 4200 6300 4200 3500 4900 3500 4900 

高さ 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 

 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-2 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-3 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-4 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-5 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-7 

モータコント

ロールセンタ 

6D-1-8 

モータコント

ロールセンタ 

6E-1-1 

モータコント

ロールセンタ 

6E-1-2 

たて 550 550 550 550 550 550 550 550 

横 3500 5600 3500 3500 4900 2800 4900 3500 

高さ 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 

 

モータコント

ロールセンタ 

6E-1-3 

モータコント

ロールセンタ 

6E-1-4 

モータコント

ロールセンタ 

6C-2-1 

モータコント

ロールセンタ 

6D-2-1 

モータコント

ロールセンタ 

6E-2-1 

たて 550 550 700 700 700 

横 3500 2800 3900 3300 3300 

高さ 2400 2400 2300 2300 2300 

正面 側面 

（短辺方向） 

横 

高さ 

盤 

チャンネルベース 

取付ボルト 

たて 

基礎 
（長辺方向） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

モータコントロールセンタ 6C-1-1，6C-1-4，6C-1-8，6D-1-1，6D-1-2，6D-1-4，6D-1-7，

6E-1-1，6D-2-1 及び 6E-2-1 の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に

対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。 

モータコントロールセンタ 6C-1-2，6C-1-3，6C-1-5，6C-1-7，6D-1-3，6D-1-5，6D-1-8，

6E-1-2，6E-1-3，6E-1-4 及び 6C-2-1 の固有周期は以下のとおりである。 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振

動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析す

る。試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同

様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用

する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期（1/2）       (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

モータコントロールセンタ 

6C-1-1 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-2 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-3 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-4 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-5 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-7 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-1-8 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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表 3－1 固有周期（2/2）      (単位：s)       

名称 方向 固有周期 

モータコントロールセンタ 

6D-1-1 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-2 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-3 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-4 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-5 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-7 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-1-8 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6E-1-1 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6E-1-2 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6E-1-3 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6E-1-4 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6C-2-1 

水平  

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6D-2-1 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

モータコントロールセンタ 

6E-2-1 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

モータコントロールセンタの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

モータコントロールセンタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

モータコントロールセンタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

モータコントロールセンタの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【モータコントロールセンタ 6C-1-1 の耐震性に

ついての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6C-1-2 の耐震性についての計算結果】, 【モ

ータコントロールセンタ 6C-1-3 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ

6C-1-4 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6C-1-5 の耐震性につい

ての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6C-1-7 の耐震性についての計算結果】,【モー

タコントロールセンタ 6C-1-8 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ

6D-1-1 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6D-1-2 の耐震性につい

ての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6D-1-3 の耐震性についての計算結果】,【モー

タコントロールセンタ 6D-1-4 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ

6D-1-5 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6D-1-7 の耐震性につい

ての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6D-1-8 の耐震性についての計算結果】,【モー

タコントロールセンタ 6E-1-1 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ

6E-1-2 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6E-1-3 の耐震性につい

ての計算結果】，【モータコントロールセンタ 6E-1-4 の耐震性についての計算結果】,【モータ

コントロールセンタ 6C-2-1 の耐震性についての計算結果】,【モータコントロールセンタ 6D-

2-1 の耐震性についての計算結果】及び【モータコントロールセンタ 6E-2-1 の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
モータコントロールセンタ Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

  

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
モータコントロールセンタ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

＊
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

8
 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト＊1 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊2 
SS41＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊1：モータコントロールセンタ 6C-1-1,6C-1-2,6C-1-4,6C-1-5,6C-1-7,6C-1-8,6D-1-1,6D-1-2,6D-1-3,6D-1-4,6D-1-5, 

6D-1-7,6D-1-8,6E-1-1,6E-1-2,6E-1-3,6E-1-4,6C-2-1,6D-2-1 及び 6E-2-1 の取付ボルトを示す。 

＊2：モータコントロールセンタ 6C-1-3 の取付ボルトを示す。 

＊3：SS400 相当。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト＊1 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊2 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

取付ボルト＊3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

取付ボルト＊4 
SS41＊5 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

注記＊1：モータコントロールセンタ 6C-1-5,6E-1-1,6E-1-2,6E-1-3,6E-1-4,6C-2-1,6D-2-1 及び 6E-2-1 の取付ボルトを示す。 

＊2：モータコントロールセンタ 6D-1-5 の取付ボルトを示す。 

＊3：モータコントロールセンタ 6C-1-1,6C-1-2,6C-1-4,6C-1-7,6C-1-8,6D-1-1,6D-1-2,6D-1-3,6D-1-4,6D-1-7 及び 

6D-1-8 の取付ボルトを示す。 

＊4：モータコントロールセンタ 6C-1-3 の取付ボルトを示す。 

＊5：SS400 相当。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

モータコントロールセンタの電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

モータコントロールセンタに設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき，同型式の器具及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度（1/2）    (×9.8m/s2)      

評価部位 方向 機能確認済加速度 

モータコントロールセンタ 

6C-1-1 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-2 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-3 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-4 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-5 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-7 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-1-8 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-1 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-2 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-3 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-4 

水平  

鉛直  
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表 5－1 機能確認済加速度（2/2）        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

モータコントロールセンタ 

6D-1-5 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-7 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-1-8 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6E-1-1 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6E-1-2 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6E-1-3 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6E-1-4 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6C-2-1 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6D-2-1 

水平  

鉛直  

モータコントロールセンタ 

6E-2-1 

水平  

鉛直  

 

 
 



 

12 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
0
 
R0
 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

モータコントロールセンタの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

モータコントロールセンタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【モータコントロールセンタ 6C-1-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-1 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 

  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
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ｈ
2 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

22
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Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6C-1-1 

常設／防止（ＤＢ拡張）

常設／緩和（ＤＢ拡張）
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 

 

 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 274 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2)  

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  
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チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 
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Ａ Ａ 
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Ａ～Ａ矢視図 
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【モータコントロールセンタ 6C-1-2 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-2 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 18 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2035 2075 2 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 60 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-2 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

 (m)  

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6C-1-2 

常設／防止（ＤＢ拡張）

常設／緩和（ＤＢ拡張）
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 60 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 

 

  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 18 
― 274 ― 長辺方向 

2035 2075 2 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-2 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6C-1-3 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-3 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20) 
314.2 90 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 27 
235 280 短辺方向 長辺方向 

3085 3125 2 

 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝33 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-3 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6C-1-3 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 90 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 27 
― 274 ― 長辺方向 

3085 3125 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σｂ２＝33 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-3 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6C-1-4 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-4 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 60 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 18 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2035 2075 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 
 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-4 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 
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チャンネルベース 

取付ボルト 

側面 
（短辺方向）

転倒方向 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 

12
 

ｈ
2 

Ａ Ａ 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6C-1-4 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 60 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 18 
― 274 ― 長辺方向 

2035 2075 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 
2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-4 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6C-1-5 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-5 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝12 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-5 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6C-1-5 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 280 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6C-1-5 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  



 

4
2
 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ Ａ 
取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 



 

4
3
 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

【モータコントロールセンタ 6C-1-7 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-7 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2385 2425 2 

 

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-7 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

  

側面 
（短辺方向）

転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ Ａ 
取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ 

ールセンタ 

6C-1-7 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 70 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
― 274 ― 長辺方向 

2385 2425 2 

  

  

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-7 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

【モータコントロールセンタ 6C-1-8 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-1-8 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝38 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-1-8 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向）

転倒方向 

  

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ Ａ 
取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 



 

5
2
 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ 

ールセンタ 

6C-1-8 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 50 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 274 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝38 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6C-1-8 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 
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【モータコントロールセンタ 6D-1-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-1-1 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2385 2425 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6D-1-1 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 70 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
― 274 ― 長辺方向 

2385 2425 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6D-1-2 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-2 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-2 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6D-1-2 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 50 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 274 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-2 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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【モータコントロールセンタ 6D-1-3 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-1-3 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 80 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 24 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2735 2775 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝32 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-3 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6D-1-3 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 80 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 24 
― 274 ― 長辺方向 

2735 2775 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝32 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-1-3 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6D-1-4 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-1-4 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2）     

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-4 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6D-1-4 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 50 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 274 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-1-4 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6D-1-5 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-1-5 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝12 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-5 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6D-1-5 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 50 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 276 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-5 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【コントロールセンタ 6D-1-7 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

コントロールセンタ 

6D-1-7 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2385 2425 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-7 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
（短辺方向）

転倒方向 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 12

 

ｈ
2 

Ａ Ａ 
取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロー

ルセンタ 6D-1-7 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 70 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
― 274 ― 長辺方向 

2385 2425 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-1-7 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6D-1-8 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-1-8 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 12 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1335 1375 2 

 

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-1-8 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロー

ルセンタ 6D-1-8 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 12 
― 274 ― 長辺方向 

1335 1375 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-1-8 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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【モータコントロールセンタ 6E-1-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6E-1-1 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2385 2425 2 

 

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6E-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6E-1-1 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

（M20） 
314.2 70 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 21 
― 280 ― 長辺方向 

2385 2425 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 



 
K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-10 R0 

 

1
0
1 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6E-1-1 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
0
2 

 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向）

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 

12
 

ｈ
2 

Ａ Ａ 
取付ボルト 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 
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【モータコントロールセンタ 6E-1-2 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール 

センタ 6E-1-2 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

（M20） 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1
0
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝12 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6E-1-2 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 

12
 

ｈ
2 

Ａ Ａ 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6E-1-2 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 280 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝34 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6E-1-2 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.18  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 
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【モータコントロールセンタ 6E-1-3 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6E-1-3 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1685 1725 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝38 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6E-1-3 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 
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側面 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ

6E-1-3 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 50 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 15 
― 280 ― 長辺方向 

1685 1725 2 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝38 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6E-1-3 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。  
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【モータコントロールセンタ 6E-1-4 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6E-1-4 Ｓ 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 12 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1335 1375 2 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6E-1-4 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 
転倒方向 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 12

 
ｈ

2 

Ａ Ａ 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

ｈ
2 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータコントロ

ールセンタ 

6E-1-4 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 12 
― 280 ― 長辺方向 

1335 1375 2 

  

  

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6E-1-4 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
2
0 

 

取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 12

 
ｈ

2 

Ａ Ａ 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

（
12
≦

22
） （
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≦

22
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【モータコントロールセンタ 6C-2-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6C-2-1 Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.76 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1200 

16 

(M16) 
201.1 74 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 25 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1810 2020 4 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝23 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6C-2-1 

水平方向 1.39  

鉛直方向 1.04  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

22
 

正面 

(長辺方向) 

転倒方向 

(
12
≦
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) 
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12
 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 

(短辺方向) 

転倒方向 

取付ボルト 
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ｈ
2
  

(
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≦

22
) 

ｈ
2
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータ 

コントロール 

センタ 6C-2-1 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. 12.300＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1200 
16 

(M16) 
201.1 74 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 25 
― 280 ― 長辺方向 

1810 2020 4 

  

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝23 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6C-2-1 

水平方向 1.39  

鉛直方向 1.04  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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モータコントロールセンタ 6D-2-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6D-2-1 Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. 4.900＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.67 ＣＶ＝0.60 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1200 

16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1510 1720 4 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝18 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6D-2-1 

水平方向 1.14  

鉛直方向 0.98  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータ 

コントロール 

センタ 6D-2-1 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. 4.900＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1200 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 21 
― 280 ― 長辺方向 

1510 1720 4 

  

 
  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝18 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6D-2-1 

水平方向 1.14  

鉛直方向 0.98  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【モータコントロールセンタ 6E-2-1 の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

モータコントロール

センタ 6E-2-1 Ｓ 
タービン建屋 

T.M.S.L. －1.100＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.61 ＣＶ＝0.56 ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1200 

16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 21 
235 280 短辺方向 長辺方向 

1510 1720 4 

 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝6 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝16 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 

センタ 6E-2-1 

水平方向 1.04  

鉛直方向 0.94  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

モータ 

コントロール

センタ 6E-2-1 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L. － 1.100＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1200 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

305 305 21 
― 280 ― 長辺方向 

1510 1720 4 

  

 
  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝16 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

モータコントロール 
センタ 6E-2-1 

水平方向 1.04  

鉛直方向 0.94  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，動力変圧器が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを説明するものである。 

動力変圧器は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常

設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強

度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，動力変圧器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤と同一評価方針及び評

価方法にて耐震計算を行うため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

動力変圧器の構造計画を表 2－1に示す。 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-11 R0 
 

2
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

動力変圧器は，基礎に埋

め込まれたチャンネルベ

ースに取付ボルトで設置

する。 

 

直立形（変圧器） 【動力変圧器】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

正面 側面 

（短辺方向） （長辺方向） 

高さ 

チャンネルベース 

基礎 

横 たて 

動力変圧器 

取付ボルト 

    

 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6C-1） 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6D-1） 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6E-1） 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6C-2） 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6D-2） 

動力変圧器 

（パワーセン

タ 6E-2） 

たて 1800 1800 1800 1800 1800 1800 

横 2600 2600 2600 2600 2600 2600 

高さ 2240 2240 1980 1850 1850 1980 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振

動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析す

る。試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同

様な振動特性を持つ変圧器に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を

使用する。 

固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6C-1） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6D-1） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6E-1） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6C-2） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6D-2） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

動力変圧器 

（パワーセンタ 6E-2） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

動力変圧器の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

動力変圧器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

動力変圧器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のとおりと

する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

動力変圧器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【動力変圧器（パワーセンタ 6C-1）の耐震性につ

いての計算結果】,【動力変圧器（パワーセンタ 6D-1）の耐震性についての計算結果】,【動力

変圧器（パワーセンタ 6E-1）の耐震性についての計算結果】,【動力変圧器（パワーセンタ 6C-2）

の耐震性についての計算結果】,【動力変圧器（パワーセンタ 6D-2）の耐震性についての計算

結果】及び【動力変圧器（パワーセンタ 6E-2）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び

機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
動力変圧器 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-11 R0 

7
 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト＊1 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト＊2 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

注記＊1：動力変圧器（パワーセンタ 6C-2）,動力変圧器（パワーセンタ 6D-2）,動力変圧器（パワーセンタ 6E-1）及び動力変圧器 

（パワーセンタ 6E-2）の取付ボルトを示す。 

＊2：動力変圧器（パワーセンタ 6C-1）及び動力変圧器（パワーセンタ 6D-1）の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

動力変圧器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

変圧器はＪＥＡＧ４６０１－1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，動力変圧器の機能維持評価は，支持構造物が健全

であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

動力変圧器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6C-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6C-1） 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1090 
20 

（M20） 
314.2 38 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

  

  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 274 ― 短辺方向 

1270 1270 7 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝42 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6D-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6D-1） 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1090 
20 

（M20） 
314.2 38 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 274 ― 短辺方向 

1270 1270 7 

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝42 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6E-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6E-1） 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 935 
20 

（M20） 
314.2 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 280 ― 短辺方向 

1270 1270 7 
  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝28 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6C-2）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6C-2） 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
タービン建屋 

T.M.S.L.12.300＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.66 ＣＶ＝1.25 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 280 ― 短辺方向 

1270 1270 7 

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 870 
20 

（M20） 
314.2 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

＊

 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝29 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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Ａ Ａ 
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) 
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（短辺方向） 
転倒方向 

  

Ａ～Ａ矢視図 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6D-2）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6D-2） 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L.3.500  

（T.M.S.L. 4.900＊） 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.17 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 870 
20 

（M20） 
314.2 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 280 ― 短辺方向 

1270 1270 7 

  

  

＊

 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝24 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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Ａ～Ａ矢視図 
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【動力変圧器（パワーセンタ 6E-2）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

動力変圧器 

（パワーセンタ 

6E-2） 

常設／防止（ＤＢ拡張）

常設／緩和（ＤＢ拡張）
タービン建屋 

T.M.S.L.-1.100＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.25 ＣＶ＝1.12 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 935 
20 

（M20） 
314.2 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

870 870 7 
― 280 ― 短辺方向 

1270 1270 7 

  

  

＊

 
注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝24 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]
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Ａ～Ａ矢視図 
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Ⅵ-2-10-1-4-12 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用電源盤 

 の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本資料は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用電源盤の耐震性が「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」第 50 条に適合することを説明するものである。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用電源盤の耐震性に関する説明は，令和 2年 10 月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画の

Ｖ-2-10-1-4-12「5号機原子炉建屋内緊急時対策所用電源盤の耐震性についての計算書」によ

る。  



  

 

 

 

 

Ⅵ-2-10-1-4-13 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤の耐震性が「実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 50 条に適合することを説明するものである。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤の耐震性に関する説明は，令和 2年 10 月

14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事

の計画のＶ-2-10-1-4-13「5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤の耐震性につい

ての計算書」による。 
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Ⅵ-2-10-1-4-14 直流 125V 充電器の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，直流 125V 充電器が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを説明するものである。 

直流 125V 充電器 6A,6A-2,6B は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設

備,常設重大事故緩和設備,直流 125V 充電器 6C,6D は，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）,

及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。以下，重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，直流 125V 充電器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ

-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

直流 125V 充電器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直流125V充電器6A，6B，

6C，6D は，基礎に埋め

込まれたチャンネルベ

ースに取付ボルトで設

置する。 

直流 125V 充電器 6A-2

は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに固定

する。チャンネルベー

スは基礎ボルトにて基

礎に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖形の

盤） 

 

【直流 125V 充電器 6A，6B，6C，6D】 

 

 

 

 

 

 

 

【直流 125V 充電器 6A-2】 

 

 

 

 

 

 
 

 (単位：mm) 

 直流 125V 充電器 6A 直流 125V 充電器 6B 直流 125V 充電器 6C 直流 125V 充電器 6D 

たて 1800 1800 1800 1600 

横 3200 3200 3200 2400 

高さ 2300 2300 2300 2300 

チャンネルベース 

基礎 

（長辺方向） 

正面 

横 

側面 
たて 

高さ 
取付ボルト 

盤 

（短辺方向） 

基礎 
チャンネルベース 

盤 

取付ボルト 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

正面 側面 
1600 

（短辺方向） 

3000 

（長辺方向） 

2
300 



  

3 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
4
 
R0
 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振

動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析す

る。試験の結果，剛であることを確認した。直流 125V 充電器の鉛直方向の固有周期は，構

造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認さ

れた固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

直流 125V 充電器 6A 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 充電器 6A-2 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 充電器 6B 

水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 充電器 6C 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 充電器 6D 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 充電器の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 充電器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 充電器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のと

おりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V 充電器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【直流 125V 充電器 6Aの耐震性についての計算結

果】，【直流 125V 充電器 6A-2 の耐震性についての計算結果】，【直流 125V 充電器 6B の耐震性に

ついての計算結果】，【直流 125V 充電器 6C の耐震性についての計算結果】及び【直流 125V 充電

器 6Dの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

直流 125V 充電器 6A 

直流 125V 充電器 6A-2 

直流 125V 充電器 6B 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

直流 125V 充電器 6C 

直流 125V 充電器 6D 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備,「 常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）,「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト*1 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

取付ボルト*2 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

取付ボルト*3 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊1：直流 125V 充電器盤 6A-2 の基礎ボルトを示す。 

     ＊2：直流 125V 充電器盤 6A，6A-2，6B の取付ボルトを示す。 

    ＊3：直流 125V 充電器盤 6C，6D の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 充電器の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

直流 125V 充電器に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき，当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6A 

水平  

鉛直  

直流 125V 充電器 6A-2 

水平  

鉛直  

直流 125V 充電器 6B 

水平  

鉛直  

直流 125V 充電器 6C 

水平  

鉛直  

直流 125V 充電器 6D 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 充電器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【直流 125V 充電器 6A の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 充電器 

6A 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1045 
16 

(M16) 
201.1 34 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

832 878 9 
― 274 ― 長辺方向 

1487 1653 4 

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6A 

水平方向 1.22  

鉛直方向 0.87  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

22 12 

（ 12≦ 22） 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向） 

21 

 

22 

（ 21≦ 22） 

取付ボルト 

取付ボルト 
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【直流 125V 充電器 6A-2 の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 充電器 

6A-2 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1103 
16 

(M16) 
201.1 24 

209 

（40mm＜径） 

391 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1053 
16 

(M16) 
201.1 32 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

794 856 7 
― 251 ― 長辺方向 

1195 1590 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

724 786 8 
― 274 ― 長辺方向 

1305 1635 4 

 
 

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝93 ƒｔｓ１＝151＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝16 ƒｓｂ１＝116 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝12 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6A-2 

水平方向 1.22  

鉛直方向 0.87  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

 

チャンネルベース 

ｈ
1 

Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

正面 
（長辺方向） 

転倒方向 

21 11 

（ 11≦ 21） 

Ａ Ａ 

正面 
（長辺方向） 

転倒方向 

22 12 

（ 12≦ 22） 

取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

ｈ
2 

（ 11≦ 21） 

11 21 

側面 
（短辺方向） 

取付ボルト 

12 22 

（ 12≦ 22） 

基礎ボルト 
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【直流 125V 充電器 6B の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 充電器 

6B 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1045 
16 

(M16) 
201.1 34 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

832 878 9 
― 274 ― 長辺方向 

1487 1653 4 

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 
1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6B 

水平方向 1.22  

鉛直方向 0.87  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

正面 
（長辺方向） 

転倒方向 

22 12 

（ 12≦ 22） 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

取付ボルト 

チャンネルベース 
ｈ

2 

側面 
（短辺方向） 

22
 

（ 12≦ 22） 

12
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【直流 125V 充電器 6Cの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 充電器 

6C 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1045 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 
２ｉ

＊ 

(mm) ｎｆｉ
＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

832 878 9 
― 280 ― 長辺方向 

1487 1653 4 
  

  

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 
1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6C 

水平方向 1.22  

鉛直方向 0.87  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

正面 
（長辺方向） 

転倒方向 

22 12 

（ 12≦ 22） 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

チャンネルベース 

ｈ
2 

側面 
（短辺方向） 

12 22 

（ 12≦ 22） 

取付ボルト 
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【直流 125V 充電器 6Dの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 充電器 

6D 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1049 
16 

(M16) 
201.1 28 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

753 757 6 
― 280 ― 長辺方向 

1003 1337 4 

  

  

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝41 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝11 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 
1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 6D 

水平方向 1.22  

鉛直方向 0.87  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

正面 
（長辺方向） 

転倒方向 

22 12 

（ 12≦ 22） 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

22 12 

（ 12≦ 22） 

ｈ
2 

取付ボルト 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，直流 125V 主母線盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

直流 125V 主母線盤 6A，6B は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に，直流 125V 主母線盤 6C，6D は，重大事故等対処設備においては常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，直流 125V 主母線盤は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，

Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

直流 125V 主母線盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直流 125V 主母線盤は，基

礎に埋め込まれたチャン

ネルベースに取付ボルト

で設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【直流 125V 主母線盤】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

 

直流 125V 主

母線盤 6A 

(1) 

直流 125V 主

母線盤 6A 

(2) 

直流 125V 主

母線盤 6B 

(1) 

直流 125V 主

母線盤 6B 

(2) 

直流 125V 主

母線盤 6C 

(1) 

直流 125V 主

母線盤 6C 

(2) 

直流 125V 主

母線盤 6D 

(1) 

直流 125V 主

母線盤 6D 

(2) 

たて 1800 550 1800 550 1800 550 1800 550 

横 1300 2800 1300 2800 1300 2800 650 700 

高さ 2300 2400 2300 2400 2300 2400 2300 2400 

盤 

取付ボルト 

チャンネルベース 

正面 側面 
たて 

（長辺方向） 

横 

（短辺方向） 

高さ 

基礎 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

直流 125V 主母線盤のうち直流 125V 主母線盤 6A(1)，6B(1)，6C(1)及び 6D(1)の固有周期

は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果

確認された固有周期を使用する。 

直流 125V 主母線盤 6A(2)，6B(2)，6C(2)及び 6D(2)の固有周期は以下のとおりである。 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振

動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析す

る。試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同

様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用

する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期              (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

直流 125V 主母線盤 6A(1) 
水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6A(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6B(1) 
水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6B(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6C(1) 
水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6C(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6D(1) 
水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

直流 125V 主母線盤 6D(2) 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 主母線盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 主母線盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 主母線盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2の

とおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V 主母線盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【直流 125V 主母線盤 6A(1)の耐震性についての計

算結果】,【直流 125V 主母線盤 6A(2)の耐震性についての計算結果】,【直流 125V 主母線盤 6B(1)

の耐震性についての計算結果】,【直流 125V 主母線盤 6B(2)の耐震性についての計算結果】,【直

流 125V 主母線盤 6C(1)の耐震性についての計算結果】,【直流 125V 主母線盤 6C(2)の耐震性に

ついての計算結果】,【直流 125V 主母線盤 6D(1)の耐震性についての計算結果】及び【直流 125V

主母線盤 6D(2)の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 
その他 

直流 125V 主母線盤 

6A,6B 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

直流 125V 主母線盤 

6C,6D 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト*1 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

取付ボルト*2 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊1：直流 125V 主母線盤 6A,6B の取付ボルトを示す。 

＊2：直流 125V 主母線盤 6C,6D の取付ボルトを示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 主母線盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

直流 125V 主母線盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき行う。直流 125V 主母線盤 6A(1)，6B(1)，6C(1)及び 6D(1)の水平方向の機能確認

済加速度は，当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。直流 125V 主母線盤 6A(1)，6B(1)，6C(1)及び 6D(1)

の鉛直方向の機能確認済加速度は，当該機器が設置される床における設計用床応答曲線を包絡

する模擬地震波による加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速

度を適用する。 

直流 125V 主母線盤 6A(2)，6B(2)，6C(2)及び 6D(2)の機能確認済加速度は，当該器具と類似

の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度

を適用する。機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6A(1) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6A(2) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6B(1) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6B(2) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6C(1) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6C(2) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6D(1) 
水平  

鉛直  

直流 125V 主母線盤 6D(2) 
水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 主母線盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【直流 125V 主母線盤 6A(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6A 

(1) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 904 

20 

(M20) 
314.2 20 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

  
 

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

600 600 4 
― 274 ― 短辺方向 

770 850 6 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝35 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6A 

(1) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【直流 125V 主母線盤 6A(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6A 

(2) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 12 
― 274 ― 長辺方向 

1355 1355 2 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6A 

(2) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【直流 125V 主母線盤 6B(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6B 

(1) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 857 

20 

(M20) 
314.2 20 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
   

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

546 654 4 
― 274 ― 短辺方向 

770 850 6 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6B 

(1) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【直流 125V 主母線盤 6B(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6B 

(2) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 12 
― 274 ― 長辺方向 

1355 1355 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6B 

(2) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【直流 125V 主母線盤 6C(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6C 

(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

 
  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 857 

20 

(M20) 
314.2 20 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

546 654 4 
― 280 ― 短辺方向 

770 850 6 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-15 R0 

 

2
3
 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6C 

(1) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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22
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22
 

12
 

取付ボルト 

ｈ
2  

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 

取付ボルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正面 

（短辺方向） 

転倒方向 

側面 

（長辺方向） 
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【直流 125V 主母線盤 6C(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6C 

(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 12 
― 280 ― 長辺方向 

1355 1355 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                     注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6C 

(2) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2  取付ボルト 

（
12
≦

22
） 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
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【直流 125V 主母線盤 6D(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6D 

(1) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 904 

20 

(M20) 
314.2 10 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

 
  

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

275 275 4 
― 280 ― 短辺方向 

770 850 3 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6D 

(1) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【直流 125V 主母線盤 6D(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 主母線盤 6D 

(2) 

常設／防止（ＤＢ拡張） 

常設／緩和（ＤＢ拡張） 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

 

 
 

 
  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 10 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 3 
― 280 ― 長辺方向 

305 305 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝36 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 6D 

(2) 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  
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K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
6
 
R0
 

目  次 

 

1. 概要  ·········································································  1 

2. 一般事項  ·····································································  1 

2.1 構造計画  ···································································  1 

3. 固有周期  ·····································································  3 

3.1 固有周期の確認  ·····························································  3 

4. 構造強度評価  ·································································  4 

4.1 構造強度評価方法  ···························································  4 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ····················································  4 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  ············································  4 

4.2.2 許容応力  ·······························································  4 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件  ··············································  4 

4.3 計算条件  ···································································  4 

5. 機能維持評価  ·································································  8 

5.1 電気的機能維持評価方法  ·····················································  8 

6. 評価結果  ·····································································  9 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ··········································  9 

 



  

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
6
 
R0
 

1 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，直流 125V RCIC 制御切替盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

直流 125V RCIC 制御切替盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，直流 125V RCIC 制御切替盤は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤である

ため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

直流 125V RCIC 制御切替盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直流 125V RCIC 制御切替

盤は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに固定す

る。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

【直流 125V RCIC 制御切替盤】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

正面 側面 

（短辺方向） 

1000 

（長辺方向） 

2
400 

チャンネルベース 

盤 

取付ボルト 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

基礎 

1000 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

直流 125V RCIC 制御切替盤の水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該

装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，

分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。直流 125V RCIC 制御

切替盤の鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動

試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－1

に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期            (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

直流 125V RCIC 制御切替盤 
水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V RCIC 制御切替盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V RCIC 制御切替盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V RCIC 制御切替盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V RCIC 制御切替盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【直流 125V RCIC 制御切替盤の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
直流 125V RCIC 制御切替盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-16 R0 

 

7
 

 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 

 



 

 8 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
6
 
R0
 

5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V RCIC 制御切替盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

直流 125V RCIC 制御切替盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V RCIC 制御切替盤 
水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V RCIC 制御切替盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

  



 

 

1
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【直流 125V RCIC 制御切替盤の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V RCIC 

制御切替盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.500＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.86 ＣＶ＝1.33 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 12 

209 

（40mm＜径） 

391 

（40mm＜径） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1300 
20 

(M20) 
314.2 12 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

540 540 4 
― 251 ― 長辺方向 

425 425 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

455 455 3 
― 274 ― 長辺方向 

455 455 3 

   

 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝81 ƒｔｓ１＝151＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝116 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V  RCIC 

制御切替盤 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動 Ss により定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。



 

 

1
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取付ボルト 

転倒方向 

ｈ
1 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

転倒方向 

ｈ
2 

チャンネルベース 

Ａ Ａ

正面 
（長辺方向） （短辺方向） （長辺方向） （短辺方向） 

正面 側面 側面 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

21
 

11
 21

 11
 

（
11
≦

21
） （

11
≦

21
） 

12
 

12
 22

 
22
 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

基礎ボルト 
チャンネルベース 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，直流 125V RCIC 動力切替盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを説明するものである。 

直流 125V RCIC 動力切替盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

なお，直流 125V RCIC 動力切替盤は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であ

るため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本

方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

直流 125V RCIC 動力切替盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直流 125V RCIC 動力切替

盤は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに固定す

る。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

【直流 125V RCIC 動力切替盤】 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

     

 直流 125V RCIC 動力切替盤(1) 直流 125V RCIC 動力切替盤(2) 

たて 1000 550 

横 1000 700 

高さ 2400 2400 

正面 側面 

盤 

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） （短辺方向） 

たて 横 

高さ 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

取付ボルト 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

直流 125V RCIC 動力切替盤の水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当

該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振

動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。直流 125V 

RCIC 動力切替盤の鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に

対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認

結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期            (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

直流 125V  

RCIC 動力切替盤(1) 

水平  

鉛直 0.05 以下 

直流 125V  

RCIC 動力切替盤(2) 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V RCIC 動力切替盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V RCIC 動力切替盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V RCIC 動力切替盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V RCIC 動力切替盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【直流 125V RCIC 動力切替盤(1)の耐震性につい 

ての計算結果】及び【直流 125V RCIC 動力切替盤(2)の耐震性についての計算結果】の設計条 

件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
直流 125V RCIC 動力切替盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 55 229 391 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V RCIC 動力切替盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付

資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

直流 125V RCIC 動力切替盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき，当該器具との類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機

能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

 直流 125V RCIC 動力切替盤(1) 

水平  

鉛直  

 直流 125V RCIC 動力切替盤(2) 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V RCIC 動力切替盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【直流 125V RCIC 動力切替盤(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V RCIC 

動力切替盤(1) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 10 

209 

（40mm＜径） 

391 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 12 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

540 540 4 
― 251 ― 長辺方向 

400 400 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

455 455 3 
― 274 ― 長辺方向 

455 455 3 

  

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝61 ƒｔｓ１＝151＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝116 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝21 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V  

RCIC 動力切替盤(1) 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  
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側面 
（短辺方向）

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

 

21
 11

 

（
11
≦

21
） 

Ａ 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

21
 

11
 

（
11
≦

21
） 

側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

  

22
 

12
 

ｈ
2 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

22
 

12
 

ｈ
1 

Ａ 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 
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【直流 125V RCIC 動力切替盤(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V RCIC 

動力切替盤(2) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 4.800＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 55 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

 (mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 6 

209 

（40mm＜径） 

391 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 10 

229 

（16mm＜径≦40mm） 

391 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

  

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

315 315 3 
― 251 ― 長辺方向 

250 250 1 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 3 
― 274 ― 長辺方向 

305 305 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝102 ƒｔｓ１＝151＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝116 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝25 ƒｔｓ２＝205＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝158 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V  

RCIC 動力切替盤(2) 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。
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側面 
（短辺方向） 

チャンネルベース 

正面 
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Ａ 
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側面 
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2 

取付ボルト 
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1 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，直流 125V HPAC MCC が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

直流 125V HPAC MCC は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

なお，直流 125V HPAC MCC は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるため，

Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

直流 125V HPAC MCC の構造計画を表 2－1に示す。 

 



  

 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-18 R0 

 

2
 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直流 125V HPAC MCC は，

取付ボルトにてチャンネ

ルベースに固定する。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【直流 125V HPAC MCC】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

取付ボルト 

正面 側面 

2800 550 

盤 
2
400 

チャンネルベース 

基礎 

（短辺方向） （長辺方向） 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛

であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期            (単位：s) 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V HPAC MCC の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の

耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V HPAC MCC の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V HPAC MCC の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V HPAC MCC の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【直流 125V HPAC MCC の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
直流 125V HPAC MCC 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V HPAC MCC の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付

資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行

う。 

直流 125V HPAC MCC に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき，同形式の器具及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V HPAC MCC 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V HPAC MCC の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【直流 125V HPAC MCC の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

直流 125V 

HPAC MCC 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 1350 

16 

(M16) 
201.1 26 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 40 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

255 365 8 
― 253 ― 長辺方向 

1245 1285 1 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

175 285 12 
― 276 ― 長辺方向 

1335 1375 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝129 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝37 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

                                   

1.4.2 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

直流 125V HPAC MCC 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  
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取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
1 

11
 

21
 

（
11
≦

21
） 

（
11
≦

21
） 

11
 

21
 

取付ボルト 

12
 

22
 

（
12
≦

22
） 

ｈ
2 

12
 

22
 

（
12
≦

22
） 

基礎ボルト 

Ａ Ａ
Ａ Ａ

 

 

 

    

  

   

  

 

 

  

   

   

側面 
（短辺方向） 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

チャンネルベース チャンネルベース 
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Ⅵ-2-10-1-4-19 AM 用直流 125V 主母線盤の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM用直流 125V 主母線盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを説明するものである。 

AM 用直流 125V 主母線盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電

気的機能維持評価を示す。 

なお，AM用直流 125V 主母線盤は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるた

め，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用直流 125V 主母線盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用直流 125V 主母線盤

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに固定す

る。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に固定す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

【AM 用直流 125V 主母線盤】 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

正面 側面 

盤 

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） （短辺方向） 

550 2100 

2400 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

取付ボルト 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

AM 用直流 125V 主母線盤の水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置

に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析

器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。AM 用直流 125V 主母線盤の

鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由

振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期            (単位：s) 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用直流 125V 主母線盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用直流 125V 主母線盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用直流 125V 主母線盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用直流 125V 主母線盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM用直流 125V 主母線盤の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
AM 用直流 125V 主母線盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用直流 125V 主母線盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添

付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。 

AM 用直流 125V 主母線盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき，当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電

気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

AM 用直流 125V 主母線盤 
水平  

鉛直  

 



 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-1
9
 
R0

 

9 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM用直流125V主母線盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【AM 用直流 125V 主母線盤の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用直流 125V 

主母線盤 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 31.700＊ 
 0.05 以下 

― ― 
ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

   

1.2 機器要目 

 

 
 

  

  

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 1350 
16 

(M16) 
201.1 20 

211 

（40mm＜径） 

394 

（40mm＜径） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 1300 

20 

(M20) 
314.2 30 

231 

（16mm＜径≦40mm） 

394 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ

＊ 

(mm) 

２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

310 310 6 
― 253 ― 長辺方向 

905 995 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

230 230 9 
― 276 ― 長辺方向 

960 1050 2 

＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） ―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝62 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝36 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用直流 125V 主母線盤 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
2
 

 

 

 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 
取付ボルト 

チャンネルベース チャンネルベース 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

 

21
 11

 

(
11
≦

21
) 

A 

21
 

11
 

(
11
≦

21
) 

側面 
（短辺方向） 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

22
 12

 

ｈ
2 

A A 

22
 

12
 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
1 

A 

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 

(
12
≦

22
) (

12
≦

22
) 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，AM用切替装置（SRV）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

AM 用切替装置（SRV）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分

類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，AM用切替装置（SRV）は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の壁掛形盤であるた

め，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

AM 用切替装置（SRV）の構造計画を表 2－1に示す。 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
0
-1
-
4
-2
0
 
R0
 

1 

 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

AM 用切替装置（SRV）

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに固定す

る。チャンネルベース

は，基礎ボルトにて基礎

に固定する。 

 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた壁掛形の盤） 

【AM用切替装置（SRV）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

チャンネルベース 

（側面方向） 

1
60
0 

側面 

取付ボルト 

上面 

1000 

基礎 
（壁面） 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

（正面方向） 

300 

2
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盤 
基礎 

（壁面） 



  

 

 

3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

AM 用切替装置（SRV）の固有周期はプラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自

由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録

解析する。試験の結果，剛であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期                (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

AM 用切替装置（SRV）  

水平  

鉛直  

 

  

3 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

AM 用切替装置（SRV）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

AM 用切替装置（SRV）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

AM 用切替装置（SRV）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

AM 用切替装置（SRV）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【AM用切替装置（SRV）の耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用 

原子炉の附属

施設 

非常用 

電源設備 
AM 用切替装置（SRV） 常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 5
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

6
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＊
 

＊
 



 

 

 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

7
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

AM 用切替装置（SRV）の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-

9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

AM 用切替装置（SRV）に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき，当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性

を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

AM 用切替装置（SRV） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

AM 用切替装置（SRV）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

9 
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【AM 用切替装置（SRV）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

AM 用切替装置（SRV）  常設耐震／防止 

コントロール建屋 

T.M.S.L.   17.300

（T.M.S.L.   24.100＊） 

  ― ― ＣＨ＝2.38 ＣⅤ＝1.46 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  12 
（ M12 ） 

113.1 8 
211 

(40mm＜径) 
394 

(40mm＜径) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 16 
（ M16 ） 

201.1 16 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 

(16mm＜径≦40mm) 

 

部材 
ℓ１ｉ

 

(mm) 
ℓ２ｉ 
(mm) 

ℓ3ｉ 

(mm) 
ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

   2 4 ― 253 ― 側面方向 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

   3 5 ― 276 ―  側面方向 

 
 
  

注記＊：基準床レベルを示す。 

K6 ① Ⅵ-2-10-1-4-20 R0 

 

1
0
 

 

＊
 



 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σb１＝30 ƒｔｓ１＝152 ＊ 

せん断 ― ― τb１＝16 ƒｓｂ１＝117 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σb２＝ 8 ƒｔｓ２＝207 ＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

AM 用切替装置（SRV）  
水平方向 1.98  

鉛直方向 1.23  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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ｈ２ ｈ１ ℓ32 ℓ31 

転倒方向 
 

チャンネルベース 

ℓ
2
1 

ℓ
2
2 

ℓ
1
1 

ℓ
1
2 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 
基礎ボルト 

 

側面 
（側面方向） 

転倒方向 
 

側面 
（側面方向） 

上面 上面 

基礎 
（壁面） 

基礎 
（壁面） 

（正面方向） （正面方向） 
基礎 

（壁面） 
基礎 

（壁面） 
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